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≪Ⅲ．投入量≫

12

13 総コスト(ｃ)=(a)+(ｂ) 千円 0 0 2,575 3,019

人件費  （ｂ） 千円 0 0 2,460 2,430

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 千円

市債 千円

財
源
内
訳

国・府支出金 千円

受益者負担金(使用料、手数料等）　 千円

千円

千円

主
な
事
業
費
内
訳

福祉有償運送市町村運営協議会参加分担金 千円

バリアフリー化検討委員会謝礼金 千円 41 141

15 15

直接実施以外の主な支出先 大阪府泉州ブロック福祉有償運送市町共同運営協議会

事
業
コ
ス
ト

11

項　　　目 単位 H28年度決算

事
業
概
要

H29年度決算 H30年度決算 R1年度予算

事業費  (a) 千円 0 0 115 589

一般財源 千円 115 589

8
事業の目的
（どのような状況にしたい
のか）

すべての人が、住み慣れた地域で、自立した日常生活や社会生活を送れるよう、だれもが移動しやすく安全・快
適で活力のあるまちづくりのため、堺市バリアフリー基本構想の進捗管理と福祉有償運送の協議会への参画を
行う。

9

事業内容
（スケジュール、実施方
法・手段、事業ボリューム
など）

○バリアフリー：福祉のまちづくり大都市連絡会議、近畿地域バリアフリーネットワーク会議の開催、バリアフリー
の情報発信
○福祉有償運送：大阪府泉州ブロック福祉有償運送市町共同運営協議会にて、当該サービス実施のための申請
に係る協議を行い、協議が調ったことを証明する書類を申請者へ送付する。運営協議会は７月、１０月、１２月、３
月の年４回開催している。

直接実施 指定管理 委託 補助金 負担金 その他 （　　　　　　　　　　　　　　　）

市外郭団体

地域団体・市民 民間企業・ＮＰＯ その他 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

7
事業の対象
（誰を、何を対象としている
のか）

○バリアフリー：市民（主に高齢者、身体障害者、妊婦、乳幼児、子育て中の親等）
○福祉有償運送：高齢者や障害者など公共交通機関を使用しての移動が困難な方

5 事業実施の経緯

○バリアフリー：平成１３年度から平成１５年度にかけて、堺市交通バリアフリー基本構想を策定。また、平成１８
年１２月にバリアフリー新法が施行されたことを機に、平成２８年３月に堺市バリアフリー基本構想を策定し、進捗
確認と堺市交通バリアフリー基本構想の整理を行う。
○福祉有償運送：道路運送法第80条の例外許可として通達に基づいて運用されていたが、平成１８年１０月１日
に道路運送法が改正され、法第78条２項に規定する「自家用有償運送」の一類型として法律に基づく制度として
実施。
○これまで事業としていなかった上記２項目を合わせて、平成30年度から事業化したもの。

6
事業の実施主体
（誰が実施しているのか。）

本庁 各区 出先機関 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

担当部署名 健康福祉 長寿社会 長寿支援 評価責任者（課長名） 羽野

基
本
情
報

1
堺市マスタープランの政策体
系に基づく事業の位置付け

政策 1 暮らしの確かな安全・安心を確保します

事業開始年度 平成 30 年度

3 根拠法令等
（法令、条例、規則、要綱等）

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー新法）、道路運送法

4 関連計画 堺市バリアフリー基本構想、交通バリアフリー基本構想

令和元年度　事務事業総点検シート（１）

[ 平成３０年度事務事業 ]
一般会計 事務事業分類 Ｆ 審議会・協議会等運営事業

事務事業名 福祉のまちづくり関係事業 シート番号 11-263

基礎点検

終了（予定）年度 ─ 年度

後期実施計画
の位置付け

施策 3 障害者等が自分らしく輝いて暮らせる地域社会の実現 無


